
[建築局]  11款　２項　１目 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

1 法制事務費 12,385 12,385 12,768 12,768 △ 383 △ 383

2
市営住宅指定管理者経
費

1,564,180 1,564,000 1,505,390 1,505,210 58,790 58,790 〇

3
市営住宅計画修繕・入
退去業務等委託費

2,213,213 1,868,092 2,927,420 2,588,361 △ 714,207 △ 720,269

4 市営住宅直接管理費 148,146 72,872 144,512 65,839 3,634 7,033

5 借上型市営住宅費 4,314,865 2,404,953 4,425,341 2,626,139 △ 110,476 △ 221,186

計 8,252,789 5,922,302 9,015,431 6,798,317 △ 762,642 △ 876,015
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財 源 内 訳

（単位：千円）
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細事業合計
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本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

法制事務費

11 27 2

事業名称

歳出予算科目

            12,385令和6年度                  0                  0             12,385                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

            12,768

               ▲383

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

            12,768

               ▲383

            13,348             13,348

            13,964

            12,768             12,768             12,768

                 0

            13,348

             8,247

             8,247

            13,348

            13,964

            12,768             12,768             12,768

                 0

                   0

市営住宅の入居者において、長期滞納者や高額所得者等への法的措置を適正に実施し、公平性の担保と納付率の向上を図る。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

           100            100            100                100            100            100            100停・訴訟・強制執行
法的措置（和解・調

）

実績            101             90件

         33.72         33.72         33.72             33.72         33.72          30.9         29.65

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

過年度分収納率 （
住宅使用料）

         33.72          30.9実績％

市営住宅等の公正かつ適切な使用を図るため、住宅使用料滞納者に対する、和解、住宅明渡の強制執行及び明渡訴訟を実施する。また
、市営住宅は、住宅に困窮する低所得者に対して、低廉な家賃で住宅を提供することを目的としており、一定額以上の高額な収入を有
する方が居住し続けることは、趣旨から外れることとなるため、高額所得者等に対して住宅の明渡訴訟を実施する。

事業目的

当該事案に精通した弁護士への委任や専門のノウハウを持つ事業者への委託などを活用し、効率的な執行を図る。

背景・課題

公営住宅法、公営住宅法施行令、横浜市営住宅条例、横浜市営住宅条例施行規則、住宅地区改良法、住宅地区改良法施行令、横浜市改根拠法令・方針決裁等
良住宅条例、横浜市改良住宅条例施行規則

和解、調停等件数
＜実績推移＞
　元年度97件、２年度89件、３年度87件、４年度73件、５年度実績見込み73件、６年度見込み73件
強制執行件数
＜実績推移＞
　元年度24件、２年度14件、３年度14件、４年度17件、５年度実績見込み17件、６年度見込み17件

根拠・データ等

令和６年４月から令和７年３月まで（随時実施）
・長期滞納者に対する和解（調停）、和解（調停）不成立者への明渡訴訟及び強制執行の実施
・高額所得者等に対する明渡の協議、明渡訴訟及び強制執行の実施

事業スケジュール

平成18年度事業開始年度

1
5年度6年度

強制執行予納金等業務

細事業(事業内訳）

1              2,349              2,732                ▲383 見込の減

強制執行明渡等補助業務
2              8,276              8,276                    0

家屋明渡訴訟業務
3              1,760              1,760                    0

            12,385             12,768                ▲383

1市営住宅課建築局
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小野 慶一 廣沢 大輔 鈴木 祥子
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（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費
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本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

市営住宅計画修繕・入退去業務等委託費

11 38 2

事業名称

歳出予算科目

         2,213,213令和6年度                  0            361,000          1,507,092           345,121                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

         2,927,420

           ▲714,207

           339,059

               6,062                   0

           357,000

               4,000

         2,231,361

           ▲724,269

         1,631,642          1,635,924

         1,555,369

         2,847,197          2,847,197          2,847,197

                 0

         1,430,761

         1,620,120

         1,448,853

         1,430,761

         1,407,030

         1,651,915          1,651,915          1,651,915

                 0

                   0

公営住宅法及び住宅地区改良法に基づき建設された公営住宅・改良住宅の維持・管理
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

         1,284          1,253          1,602              1,600          1,300          1,300          1,300
募集戸数

実績          1,284          1,253戸

         8,710         8,710         8,710            10,882        10,882         9,415        10,398

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

応募戸数

         9,415        10,398実績戸

公営住宅法等に基づき、健康で文化的な生活を営むに足りる住宅を整備し、これを住宅に困窮する低額所得者に対して、低廉な家賃で
賃貸し、生活の安定と社会福祉の増進に寄与する。

事業目的

市営住宅（公営住宅及び改良住宅）の中長期的な保全計画に基づき修繕を実施する。また、入居者募集の実施、収納管理業務等を行い
、管理の適正化を図る。市営住宅において、子育て世帯専用区分住宅を提供し、多世代居住の促進を図るとともに子育て支援を推進す
る。

背景・課題

公営住宅法、公営住宅法施行令、横浜市営住宅条例、横浜市営住宅条例施行規則、住宅地区改良法、住宅地区改良法施行令、横浜市改根拠法令・方針決裁等
良住宅条例、横浜市改良住宅条例施行規則

空家に対する入居者の募集
＜募集業務実績＞
元年度：1,355戸、２年度：1,321戸、３年度：1,284戸、４年度：1,253戸、５年度実績見込み：1,618戸
＜応募件数実績＞
元年度：12,405件、２年度：11,155件、３年度：10,398件、４年度：9,415件、、５年度実績見込み：10,002戸根拠・データ等

令和６年４月：委託契約締結
令和６年４月～８月、10月～令和７年２月（年２回）：入居者募集（公表、受付、抽選会、審査等）
令和６年４月～令和７年３月（随時）：空家修繕、計画修繕（共用灯LED化改修、衛生設備改修等）

事業スケジュール

平成18年度事業開始年度

1
5年度6年度

市営住宅入退去業務

細事業(事業内訳）

1            236,921            231,860                5,061 募集戸数増による増

市営住宅計画修繕業務
2            828,292            847,660             ▲19,368 修繕見込の減

市営住宅空家修繕業務
3          1,148,000          1,847,900            ▲699,900 修繕見込の減

         2,213,213          2,927,420            ▲714,207

3市営住宅課建築局

一般会計

小野 慶一 廣沢 大輔 鈴木 祥子
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